
できないものかと模索してきた。教員採用試験対策を積
極的に行うことが、学生自身にとって自らの教職につい
ての問題意識、教職に必要な知識や技能を高める絶好の
機会になるのではと考えたのである。具体的には、学部
のカリキュラムとは関係なく、およそ10年前から「教員
採用試験対策セミナー」を個人的に開講し、学部長裁量
経費等を活用して「教員採用試験受験ハンドブック」４）

をほぼ毎年発刊してきた。
　従来の就職委員会、就職プロジェクトといった学部組
織が改変されるタイミングで、平成21年度から学部附属
の就職支援室設置を働きかけ、それを実現した。筆者ら
は現在その就職支援室のスタッフとして、学部附属FD

戦略センターと共催して「教師力パワーアップセミナー」
をはじめとした様々な支援事業を展開している。
　本論文では冒頭で述べた学部内での様々な新しい教員
養成プロジェクトに加えて、就職支援室が行っている就
職サポート事業が学生の教員採用試験受験の動向、ある
いは結果にどのように影響したかを検証するとともに、
今後の就職支援のあり方を検討するための基盤を形成し
たいと考える。

I，調査対象・内容の概要

　調査対象は平成21年度（平成22年３月卒業）の卒業生
（170名）と、平成22年度（平成23年４月卒業）の卒業生（165

名）、合計335名である。調査内容として、以下の７つを
挙げた。
①教員採用試験の受験状況、その結果および就職状況

はじめに

　島根大学教育学部（以下、本学部）では教員養成に特
化した学部として今年度で８年目を迎えた。この８年間
に特色ある学部教育として、改組を機に創設された「1000

時間体験学修」１）をはじめ、「プロファイルシートシス
テム」２）「面接道場」２）「学生フォーラム」２）「教師力育
成総合支援システム」「学部情報ブログシステム」「環境
寺子屋」３）等様々なアイデアが具体化され、他大学には
ないオリジナルの教員養成カリキュラム・プロジェクト
が充実してきた。こうした様々なプロジェクトのもと、
本学部ではより良い教員養成を目指している一方、いざ、
就職対策、つまり教員養成学部における教員就職へのサ
ポート＝教員採用試験対策となると、なかなか具体的な
方策を見出せずにいた。教育学部生の多くは教員を志望
して教育学部に入学し、その就職先は必然的に教職を目
指すこととなる。これまで、学生の就職は学生の個人的
な問題であり、学問を修得するための大学教育ではその
サポートについて熱心でなかったことは事実である。教
育学部という学部は、「教員養成」という目的を持った
学部と考えるのか、「教育について学問的に学ぶ」学部
であって、その延長線上に教員免許というものがあるだ
けと考えるのか、両方の考え方が存在し、ほとんどの教
育学部（あるいは過去教育学部と呼ばれた、新名称の学
部）が両者を混在させた理念の中、日々教育を行ってい
るのではなかろうか。筆者はそうした両者の考え方の折
衷案で、互いを拘束し合い、身動きとれない状態になる
よりも、両者を積極的に折衷することで、新たな前進が
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要　　　旨
　本研究は、島根大学教育学部に新設された就職支援室のサポート事業が、学生の教員採用試験受験動向、その合否
にどのように関連したのかについて、検証することを目的に行ったものである。平成21、22年度卒業生における①教
員採用試験の受験状況、その結果および就職状況、②「教師力パワーアップセミナー」への参加状況、③「教育実践
応用セミナー」への参加状況、④就職支援室で開催しているセミナーへの参加状況、⑤「学校教育実習III・IV・V・
VI」の評価、⑥大学４年間の教職志向性の変化、⑦1000時間体験学修の体験時間数の７項目について調査を行った。
結論として「教師力パワーアップセミナー」「教育実践応用セミナー」への参加率が高い学生と教員採用試験において
も現役合格する学生との間に相関関係があることが統計的に証明された。
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ついては＜表１＞に、また、第１回目の宿泊型セミナー
の日程は＜表２＞に示す。この「教師力パワーアップセ
ミナー」は平成19年度に採択された「特色ある大学教育
支援プログラム（特色GP）」の一環で実施されたもので、
GP終了後も継続して実施しているものである。（写真１
～５参照）
　毎年３月に実施する宿泊型のセミナー（２、３年生が
参加）には平成21年67名、平成22年93名、平成23年110

名と年々参加者が増加し、学生への認知度も高まってい
る。

③「教育実践応用セミナー」への参加状況
　「教育実践応用セミナー」（前期月曜日９、10時限）は
当初、初等教育開発専攻の深化型カリキュラム（初等教
育開発専攻生のみが履修できる科目）として筆者が開講
していたものである。他専攻の学生は履修登録を行わず
に、聴講する形でのみ対応していたが、学生から単位化
の要望があり、現在では履修可能にしている。講義内容、
方法は、筆者が他の学部教員と協力して、教員採用試験
で実施される「個人面接」「集団面接」「集団討論」「模

②「教師力パワーアップセミナー」への参加状況
③「教育実践応用セミナー」への参加状況
④就職支援室で開催しているセミナーへの参加状況
⑤「学校教育実習III・IV・V・VI」の評価
⑥大学４年間の教職志向性の変化
⑦1000時間体験学修の体験時間数
　これらの項目について概略を以下に説明する。

①教員採用試験の受験状況、その結果および就職状況
　平成21年度に就職支援室が設置され、就職活動状況に
ついて、情報の一括管理を行えるようになった。それに
よって教員採用試験の受験状況を正確に把握が出来るよ
うになった。これまで、学生が各専攻の指導教員へ自己
申告したものを就職委員会の担当教員が集計する方式か
ら、卒業予定者全員に対して「就職活動報告書」を就職
支援室へ直接提出させる方式へ変更した。また未提出の
学生に対しては電話、メールによる督促と、そこでの確
認作業を繰り返すことにより、採用試験の受験状況と、
一次、二次別の合否状況を把握することが可能になった。
その数値については、本調査の基礎データとして第II章
において詳述する。

②「教師力パワーアップセミナー」への参加状況
　平成21年３月から始まった「教師力パワーアップセミ
ナー」は毎年およそ７回開催している。その実施概要に

＜表１＞平成20、21年度「教師力パワーアップセミナー」
の概要

＜表２＞「第１回　教師力パワーアップセミナー」の日程
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　次章において、これらの項目の中から①の教員採用試
験の受験状況、合格状況と特に関連性の強かったものを
中心に調査結果を報告する。

Ⅱ，調査方法とその結果について

　基礎データ（既述①の内容）として、今回扱う平成22

年３月の卒業生（以下、平成21年度卒業生）の就職・進
学状況は＜表４＞の通りである。

　平成21年度卒業生170名の就職・進学状況を見ると、
就職希望者が137名、進学希望者が24名、その他と未定
が９名という結果となった。教員への就職状況を見ると
平成22年９月末現在で、正規採用が34名（幼稚園１、小
学校22、中学校10、特別支援学校１）、講師採用が56名（幼
稚園７、小学校31、中学校９、高等学校４、特別支援学
校５）であった。平成21年度の特徴として、講師希望者
に対する求人が少なく、講師待ちをしながら、教員採用
試験の受験勉強を行っていた学生が５名いた。公務員は
７名、一般企業への就職35名（保育士を含む）という結
果となった。卒業生における教職の割合は52.9％となり、
就職希望者にしめる割合は65.7％であった。
　また、平成23年３月卒業生（以下、平成22年度卒業生）
については、165名中、113名が教員採用試験を受験し、
合格者は41名だった。正規採用が41名（幼稚園1、小学
校29、中学校９、特別支援学校２）、講師採用が全体で
70名、常勤講師が48名（幼稚園５、小学校20、中学校
14、高等学校１、特別支援学校８）、非常勤講師が22名（小
学校９、中学校６、小学校と中学校を兼務１、高等学校４、
特別支援学校２）であった。教員として勤務する卒業生
が111名にのぼり、全体の67.3%となった。（平成23年９
月末現在）この数値は過去10年間で最高の数値となった。

擬授業」を自ら体験することによって学ぶ、アクティブ
ラーニングの方法を導入している。そうした中で受講生
相互の教職スキルの向上を目指している。（写真６参照）

④就職支援室で開催しているセミナーへの参加状況
　全学のキャリアセンターとは別に、教員採用試験に特
化して設置された就職支援室では、学生への独自のサー
ビスを展開している。中国五県を中心とした採用試験問
題集の閲覧、過去問の情報収集、教員採用試験に関する
質問、相談への対応を実施する一方、教員採用試験への
対策として前期の間、日替わりでセミナーを開催してい
る。＜表３参照＞

　就職支援室では、これら以外に「就職活動体験報告書」
を活用し、学生の就職活動情報を調査、その採用試験の
情報を蓄積している。また、新たに開発された学部情報
ブログシステムを利用し、教員採用試験に関する情報を
学生に逐次発信している。

⑤「学校教育実習III・IV・V・VI」の評価
　「学校教育実習III・IV」は主専攻での教育実習、「学校
教育実習V」は異校種での教育実習、「学校教育実習VI」
は選択型の教育実習である。本学部では「学校教育実習
III・IV・V」が３年次に実施される。特に「学校教育実
習III・IV」は１+４週間（５週間）実施され、学生の教
職志向、教員採用試験への受験志向に大きく影響すると
考えられる。

⑥大学４年間の教職志向性の変化
　本学部では１年次から「学校教育実習」が終了するた
びに、附属教育支援センター学校教育体験領域専門部会
において記名式アンケートを実施し、その際、教職志向
について調査を行っている。１年次からの教職志向性の
変化と教育実習の関係、そこからの就職活動への影響を
読み取ることが可能であると考えられる。

⑦1000時間体験学修の体験時間数
　「1000時間体験学修」は学生の教職志向性や将来の選
択に大きな影響を及ぼしている。その体験時間数は前出
の支援センターで管理している。教職志向、教員採用試
験の受験、そして合格にこの本学部の最も特色あるカリ
キュラムがどのように影響をしているのかを検証する。

＜表３＞日替わりセミナーのメニュー

＜表４＞
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　教師力パワーアップセミナーに参加した回数に対する
教採合格者数と合格率との関係であるが、平成21年度卒
業生では１～２回の参加者で５人、23.8%、３～４回で
６人、37.5%、５～６回で11人、44.0%、全回の７回で５人、
83.3%という結果であった。ここでいう合格率というの
は、各回数の参加者数に対しての割合を示している。合
格者における参加回数は＜表６＞左を参照。
　同じく平成22年度の卒業生を見ると１～２回の参加者
の中での教採合格者数と率は４人、13.0%、３～５回で
19人、41.3%、全回の６回で９人、34.6%となった。合格
者における参加回数は＜表６＞右を参照。
　この対比では、「教師力パワーアップセミナー」を実
施していない過去の年度の学生との比較がされていない
ため、このセミナーの教育的効果がどの程度向上したの
かについて検証できない。しかし合格者のほとんどがパ
ワーアップセミナーへの参加率が高いことが分かる。

③「教育実践応用セミナー」への参加状況と教員採用試
験結果との相関
　平成21年度卒業生では、教育実践応用セミナーの講義
回数が全13回、参加者数は92名であった。参加率をみる
と、１～４回は20人で21.7%、５～８回は15人で16.3%、
９～12回は56人で60.9%、全13回は１人で1.1%であった。
また平成22年度卒業生では、教育実践応用セミナーの
講義回数が全14回、参加者数は109名であった。参加率
を見ると、１～４回は31人で28.4%、５～８回は28人で
25.7%、９～13回は48人で43.1%、全14回は２人で1.8%で

平成22年度の特徴として、公務員としての就職者数が20

名おり、不況下における公務員志向の高さが伺える。ま
た、講師採用についても前年同様低下傾向があり、講師
待ちをする学生が６名いる。
　こうした基礎データ（①）に対して、既述の調査項目
②～⑦との教員採用試験の受験動向、結果との相関につ
いて調査を行った。その方法としては、教員採用試験を
受験し、一次試験で不合格であったグループ、一次試験
に合格したが二次試験で不合格であったグループ、二次
試験（最終）に合格したグループの３つのグループ間に
おいて、それぞれの項目との間に明らかに関連があった
かについて統計調査を行った。（末尾＜表５＞を参照）
　本章では調査項目②～⑦の中で顕著に関連性が見出さ
れた②、③についてその詳細を報告する。

②「教師力パワーアップセミナー」への参加状況と教員
採用試験の結果との相関
　平成21年度卒業生のうち、全７回のセミナーへの参
加数の割合は１回以上の参加者は68名で全体の40％だっ
た。参加者をその参加回数で見ると、１～２回21名（31

％）、３～４回16名（23％）、５～６回25名（37％）、全
回参加が６名（9％）という結果であった。また、平成
22年度卒業生について同様の参加状況は、全６回のセミ
ナーへの参加数の割合は１回以上の参加者は102名で全
体の60％だった。参加者をその参加回数で見ると、１～
２回30名（29％）、３～５回46名（45％）、全回参加が26

名（26％）という結果であった。

＜表６＞
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格に効果的であった言えるが、それはある意味、当然の
ものとも言える。教職志向の高い学生が、教員採用試験
現役合格を目指して、セミナーや教採対策に出席し、出
席した回数が多いほど合格率が高い結果が出たというこ
とである。
　今回の分析から見出された傾向として、教員採用試験
を受験する学生の中であっても、セミナーや講義へ参加
しない学生もある一定数いるということが分かった。こ
うした学生の教職に対する志向は高いのか、低いのか、
自分で勉強するので他者と一緒にしたくないのか、一生
懸命することが恥ずかしいのか、いろいろな理由が考え
られる。こうした学生への参加の声かけが必要なのか、
そうではないのか。逆に、筆者たち教員側にとって、セ
ミナーや講義に参加する一部の学生を「教員採用試験の
先頭集団」として形成し、そこにこれまで無関心であっ
た学生をその雰囲気の中に巻き込んでいく、そして積極
的に巻き込まれたくないと拒否する学生は自分で頑張っ
てもらうという考えで良いのかという課題が残る。
　また、今回特に相関が顕著に現れなかった④～⑦の項
目について、その理由についても検討しなければならな
い。
　例として教育実習の評価と受験動向には相関を見出す
ことができたが、本学部の教育実習は実習によって実習
校種が異なることと、学生が必ずしも自分の主専攻の校
種を受験しているとは限らないためデータとして掲載す
ることを避けた。つまり３年次における５週間の教育実
習を行った実習校種ではない校種（中等系の学生が小学

あった。
　参加回数に対する教採の合格率をみると、平成21年
度の卒業生では、１～４回の参加者中、５名が合格し
25%、５～８回は６名合格し40%、９～12回は22名合格
し39.3%、全13回は１名合格し100%となった。平成21年
の現役合格者数は34名であったが、その全員がこの教育
実践応用セミナーを受講していた。合格者における参加
回数は＜表７＞左を参照。
　同じく平成22年度卒業生の合格率をみると、１～４回
は１名で3.2%、５～８回で６名21.4%、９～13回で18名
38.3%、全14回は０名で０%となった。平成22年度の合格
者数は34名（2010年10月時点）であり、そのうち33名（97

％）が受講していた結果になった。合格者における参加
回数は＜表７＞右を参照。
　両年において参加回数が多いほど合格者が占める割合
は高くなっており、この講義への参加意識が高いほど、
最終的な教職志向の高い学生になっていると予想され
る。

Ⅲ，結果についての考察とそのまとめ

　＜表５＞に示されるようにこの２つのセミナー、講義
は、教員採用試験を受験した学生の中で、「受講するこ
とによって合格」という結果に対する統計的な優位さが
明らかとなった。
　結果によると、「教師力パワーアップセミナー」や就
職支援室で行ったセミナー、講義が、教員採用試験の合

＜表７＞

5川路澄人・佐竹易子



る際、就職の問題は無視できない時代になっている。需
要に合わない供給は、学部の存続さえも危ういものにす
る。筆者は現在、入試・就職・広報の学部業務を担当し
ているが「入口に入る前」の広報、「入口」である入試、「出
口」となる就職の一体的な運用はこれからの学部運営に
は必須なものとなるであろう。
　それぞれに改善が必要であろうことは十分自覚しなが
ら、今、目の前にいる学生にとって有用な就職支援とそ
のための基礎調査、分析を続けていこうと考えている。

注
１）「1000時間体験学習」については、その成果を日本
教育大学協会研究集会において継続的に口頭発表し
てきた。また附属教育支援センターの紀要『教育臨
床総合研究』にもその内容と成果、課題が掲載され
ている。

２）「プロファイルシートシステム」「面接道場」「学生
フォーラム」はいずれも島根大学教育学部FD戦略
センター主催の事業である。平成17、18年度文部科
学省「大学・大学院における教員養成推進プログラ
ム（教員養成GP）」の内容として開始され、現在も
継続実施されている。詳細は教員養成GP事業成果
報告書『戦略的FDによる資質向上スパイラルの実
現 －島根大学教育学部における教師教育の新たな
取り組み－』に掲載されている。

３）「環境寺子屋」は平成20～22年度の文部科学省「質
の高い大学教育推進プログラム（特色GP）」に採択
され、その詳細は教育GP事業報告書『「環境寺子屋」
による理科好き教師の育成　－豊富な環境リテラ
シーを有する「理科に強い義務教育教員」育成プロ
ジェクト』（平成23年３月 島根大学教育学部）に掲
載されている。

４） 「教員採用試験受験ハンドブック」は平成17年度以降、
19、20、21、22年度と継続して教育学部長裁量経費
や後援会費を利用して発刊された。その内容として
は、教員採用試験の仕組みや受験スケジュール、そ
の年に出題された面接の質問、模擬授業の課題、合
格者による体験記、OG訪問記等が掲載されている。

　本論文は平成22年10月16日、平成22年度日本教育大学
協会研究集会（島根大会）において口頭発表したものを
加筆修正したものである。そのため、データとして当時
のものを基準に分析したものをそのまま利用している部
分がある。
　執筆に際しては全体を川路が担当、佐竹がデータの収
集と整理、グラフ化、分析を行った。相関係数に関する
処理については健康・スポーツ教育講座の原丈貴准教授
に協力していただいた。

校）を受験するといった事例が多く見受けられるため、
さらに詳細な検討が必要と判断した。
　一方1000時間体験の体験時間数や教職への志向性は特
に関連性を見いだすことができなかった。1000時間体験
学修については、全卒業生が、当然1000時間を超えてい
る。しかしこの制度は卒業要件を満たした後、学生はそ
れ以上の時間数を申請しなくなるという現状がある。つ
まり、行きつけの体験先に自主的に体験に出かけ、時間
認定をしなくなるというものである。
　学生の教職志向性についても４年生の教員採用試験受
験を決定する時期は、現状のような不景気下において
は、遅くなる傾向がある。教育実習後に悩んでいた学生
が、一般企業への就職を試みるが、実際にはうまくいか
ず断念し、教職へ転向する場合もある。そうすると今回
発表したセミナーや講義への参加率が学生の本音の教職
志向、あるいは教職への就職志向ということになる。

おわりに

　今後の課題として「教員養成に特化した学部」という
のが本学部の特徴とはいえ、地方大学の教育学部という
実態からすると、以下のようなことが挙げられる。
　第一に、約２～３割の４年生が教員採用試験を受験し
ないという現状である。教員採用試験を受験する学生の
総数が少ないと、それだけ全体における合格率が低くな
る。合格率だけが問題ではないが、現在は教員採用者数
を文科省に報告し、それがHP等においてランキングで
発表される時代である。さらには、学部全体の教職希望
者が減少してくると、それだけで教員養成の活気という
ものが減退してくる。
　ゼロ免課程のない本学部にとって、教職志向の高い高
校生の選抜が重要となり、入試の段階においてそうした
学生を集めるアナウンス（入試広報）の重要性が高まっ
ていると考える。
　第二に、本学部への入学生には出身県に著しい偏りが
ある点である。ここ数年、山陰地方出身の学生が６割以
上を占めている。教職志向が高い学生においても、出身
が島根、鳥取県の場合、教員採用試験の倍率が依然高い
水準の地元を受験する現状がある。教職志向、教職スキ
ルが高く、教育現場での体験時間や子どもと関わる経験
値の高い学生であっても、倍率の高い試験においては、
不合格となる可能性が高い現状がある。関東、関西の都
市部では教員需要も高く、地方の優秀な学生を求める一
方、地元から離れたがらない地方の学生、さらに不況に
よる公務員熱の高まりといった現状は、早期における教
育学部生へのキャリア教育の必要性を感じる。
　様々な課題を抱えながら、また本論文で詳述したよう
な教員採用試験対策をすること自体にジレンマを感じな
がら、本研究を継続する必要性を感じている。今後の教
員採用状況がどのように変化していくのかを踏まえなが
ら、教育学部として本学部がどのような学生を教師とし
て養成し、教育現場に供給していくのかについて検討す
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＜表５−１＞平成21年度卒業生における分散分析

＜表５−２＞平成22年度卒業生における分散分析
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＜写真１＞教員採用試験に合格した４年生との交流会
＜写真２＞４年生によるセルフプレゼンテーションカー

ドの添削
＜写真３＞幼稚園・小学校・中学校・特別支援学校で現

役教師をしている卒業生との交流会

＜写真４＞学部教員と学部サポートマイスターによる集
団面接の練習

＜写真５＞「くにびきメッセ」を会場に教育学部同窓会
（島根県元校長、教頭等）の方を面接官とし
た集団面接練習会（第６回）

＜写真６＞教育実践応用セミナーにおける面接練習の様子

＜写真１＞ ＜写真４＞

＜写真２＞ ＜写真５＞

＜写真３＞ ＜写真６＞
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